
貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（　資産の部　） 

現 金  

預 け 金  

買 入 金 銭 債 権  

金 銭 の 信 託  

有 価 証 券  

国 債  

地 方 債  

社 債  

株 式  

その他の証券  

貸 出 金  

割 引 手 形  

手 形 貸 付  

証 書 貸 付  

当 座 貸 越  

そ の 他 資 産  

未決済為替貸  

信金中金出資金 

未 収 収 益  

その他の資産  

有 形 固 定 資 産  

建 物  

土 地  

その他の有形固定資産 

無 形 固 定 資 産  

その他の無形固定資産 

繰 延 税 金 資 産  

債 務 保 証 見 返  

貸 倒 引 当 金  

(うち個別貸倒引当金) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 産 の 部 合 計  

 

１，１９０ 

１４，０９６ 

６１ 

－ 

２６，４９５ 

２，４４０ 

４，９４７ 

１３，９９１ 

１，１５７ 

３，９５８ 

３４，４７４ 

５６９ 

２，８９０ 

２８，２９７ 

２，７１７ 

３７９ 

７ 

１１６ 

２４８ 

６ 

４３９ 

１９０ 

１９２ 

５６ 

９ 

９ 

１１８ 

２９３ 

△７０５ 

（△５７５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７６，８５２ 

 

１，２３５ 

１１，７６６ 

７５ 

５００ 

２６，３４０ 

２，２６４ 

５，３２８ 

１３，１２６ 

１，５９８ 

４，０２２ 

３４，６８１ 

７７６ 

３，１１７ 

２８，２９８ 

２，４８８ 

３４８ 

８ 

１１６ 

２１４ 

８ 

４６４ 

２０３ 

１９２ 

６９ 

９ 

９ 

９０ 

２９１ 

△６２２ 

（△４９３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７５，１８１ 

金　　額 金　　額 

資　　　産 

第６０期 第５９期 
平成２０年 
３月３１日現在 

平成１９年 
３月３１日現在 

（　負債の部　） 

預 金 積 金  

当 座 預 金  

普 通 預 金  

貯 蓄 預 金  

定 期 預 金  

定 期 積 金  

その他の預金  

借 用 金  

借 入 金  

そ の 他 負 債  

未決済為替借  

未 払 費 用  

給付補てん備金 

未払法人税等  

前 受 収 益  

払 戻 未 済 金  

職 員 預 り 金  

その他の負債  

賞 与 引 当 金  

役 員 賞 与 引 当 金  

退 職 給 付 引 当 金  

役員退職慰労引当金 

睡眠預金払戻損失引当金 

偶 発 損 失 引 当 金  

債 務 保 証  

負 債 の 部 合 計  

（　純資産の部　） 

出 資 金  

普 通 出 資 金  

利 益 剰 余 金  

利 益 準 備 金  

その他利益剰余金 

特 別 積 立 金  

（地域奉仕積立金） 

（本店建設積立金） 

当期未処分剰余金 

会 員 勘 定 合 計  

その他有価証券評価差額金 

評価・換算差額等合計 

純 資 産 の 部 合 計  

負債及び純資産の部合計 

 

６８，２２８ 

１，３９４ 

２２，５７２ 

７６０ 

３８，０６９ 

４，４６３ 

９６８ 

２００ 

２００ 

２９３ 

１０ 

１１５ 

８ 

５８ 

３１ 

－ 

４９ 

１９ 

４０ 

－ 

２９ 

２８ 

１ 

０ 

２９３ 

６９，１１６ 

 

３８４ 

３８４ 

６，９５５ 

３８４ 

６，５７１ 

６，５０５ 

（２００） 

（１００） 

６６ 

７，３４０ 

３９４ 

３９４ 

７，７３５ 

７６，８５２ 

 

６６，６２４ 

１，３０２ 

２２，５４９ 

８２０ 

３７，０４５ 

４，７１６ 

１８８ 

－ 

－ 

２２１ 

１１ 

４７ 

４ 

６５ 

２７ 

０ 

５５ 

９ 

４１ 

７ 

１０ 

５３ 

－ 

－ 

２９１ 

６７，２５０ 

 

３８４ 

３８４ 

６，９２３ 

３８２ 

６，５４０ 

６，４３５ 

（２００） 

（５０） 

１０５ 

７，３０７ 

６２３ 

６２３ 

７，９３０ 

７５，１８１ 

金　　額 金　　額 

負債及び純資産 

第６０期 第５９期 
平成２０年 
３月３１日現在 

平成１９年 
３月３１日現在 

（単位：百万円） 

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

貸借対照表（第６０期）の注記 
 注１. 
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基
づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動
平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券
の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 
有形固定資産の減価償却は、定率法を採用しております。また、主な耐用年数は次
のとおりであります。 
建　物　 ３年～６５年 
動　産　 ３年～２０年 
（会計方針の変更） 
平成１９年度税制改正に伴い、平成１９年４月１日以後に取得した有形固定資産につい
ては、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。
この変更による収益に与える影響は軽微であります。 
（追加情報） 
当期より、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限
度額に達した事業年度の翌事業年度以後、残存簿価を５年間で均等償却しておりま
す。なお、これによる貸借対照表等に与える影響は軽微であります。 
外貨建資産は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」と
いう。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）
に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額
から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能
性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払
能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実
績率等に基づき計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基
づいて上記の引当を行っております。 
 なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から
担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不
能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は４０７百万円であります。 
賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込
額のうち、当期に帰属する額を計上しております。 
退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関する実務指針
（中間報告）（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１３号）に定める簡便法（直
近の年金財政計算上の責任準備金を退職給付債務とする方法）により、当期末にお
ける必要額を計上しております。 
また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設
立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理
的に計算することができないため、当該年金制度への拠出額を退職給付費用として
処理しております。 
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当
金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。 
①制度全体の積立状況に関する事項（平成１９年３月３１日現在） 
　年金資産の額 １，３９１，４１９ 百万円 
　年金財政計算上の給付債務の額 １，５８８，５５２ 百万円 
　差引額 △１９７，１３２ 百万円 
②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（平成１９年３月３１日現在） 
 ０．０７４５ ％ 
③補足説明 
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高２７４，５７１百万
円及び別途積立金７７，４３８百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却
方法は期間１９年の元利均等償却であり、当金庫は、当期の財務諸表上、特別掛金４百
万円を費用処理しております。 
なお、特別掛金の額は、あらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額
に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致
しません。 
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する
退職慰労金の支給見積額のうち、当期末までに発生していると認められる額を計上
しております。 
睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請
求による支払いに備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計
上しております。 
（会計方針の変更） 
従来、利益計上した睡眠預金の預金者への払戻損失は払戻時の費用として処理し
ておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並
びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・
保証実務委員会報告第４２号平成１９年４月１３日）が平成１９年４月１日以後開始する事
業年度から適用されることに伴い、当期から同報告を適用しております。 
これにより、従来の方法に比べ、その他経常費用は１百万円増加し、経常利益は
１百万円、税引前当期純利益は１百万円それぞれ減少しております。 
偶発損失引当金は、平成１９年１０月１日に信用保証協会との責任共有制度が開始さ
れたことに伴い信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、当期から将来の
負担金支払見込額を計上しております。 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 
理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額７５百万円 
有形固定資産の減価償却累計額１，１８１百万円 
貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転
外ファイナンス・リース契約により使用しております。 
貸出金のうち、破綻先債権額は７百万円、延滞債権額は１，９０２百万円であります。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ
の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収
利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計
上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項
第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸
出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経
営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出
金であります。 
貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は４１百万円であります。 
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以
上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３５８百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利と
なる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当
しないものであります。 

破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２，３０９
百万円であります。 
なお、１６．から１９．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これ
により受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）
担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は５６９百万円で
あります。 
担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 
　預け金　　　　　　　　　５００百万円 
担保資産に対応する債務 
　借用金　　　　　　　　　２００百万円 
上記のほか、為替決済、日本銀行歳入代理店、指定金融機関および公金収納取扱等の取引の
担保として、有価証券７０百万円及び預け金２，０００百万円を差し入れております。 
出資１口当たりの純資産額１，００５円１５銭 
有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地
方債」、「短期社債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。以下、２６．まで同
様であります。 
 
満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１．時価は、当期末における市場価格等に基づいております。 
       ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 
 
その他有価証券で時価のあるもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１．貸借対照表計上額は、当期末における市場価格等に基づく時価により計上したもので

あります。 
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 
３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて
著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものに
ついては、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当期の損失
として処理（以下「減損処理」という。）しております。 
　当期における減損処理額は、１百万円（うち、株式１百万円）であります。 
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、取得原価の５０％であります。 
 

当期中に売却したその他有価証券 
  
 
　　 
 
時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 
      内　　　　容 金額（百万円） 
 その他有価証券  非上場株式 ３ 
 
その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を
受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸
付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、５，５３６百万円で
あります。このうち契約残存期間が１年以内のものが１，３９７百万円であります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ
のものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。こ
れらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当
金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条
項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴
求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況
等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであり
ます。 
繰延税金資産 
貸倒引当金 ２９４ 百万円 
減価償却限度超過額 ４６ 
賞与引当金 １２ 
未収利息 １０ 
その他 ２６ 
繰延税金資産小計 ３９１ 
評価性引当額 △９４ 
繰延税金資産合計 ２９７ 
繰延税金負債 
その他有価証券評価差額 １７８ 
繰延税金負債合計 １７８ 
繰延税金資産の純額 １１８ 百万円 

（会計方針の変更） 
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号平成１８年８月１１日）及び「金融商品会計
に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１４号）等における有価証券
の範囲に関する規定が一部改正され（平成１９年６月１５日付及び同７月４日付）、金融商品取引
法の施行日以後に終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から改正
会計基準及び実務指針を適用しております。 
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資 

料 

編 

国　　　債 
地　方　債 
短 期 社 債 
社　　　債 
そ　の　他 
合　　　計 

 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

－ 
－ 
－ 
－ 

３，３５０ 
３，３５０ 

時　価 
（百万円） 

－ 
－ 
－ 
－ 

３，０３７ 
３，０３７ 

差　額 
（百万円） 

－ 
－ 
－ 
－ 
△３１２ 
△３１２ 

う ち 益  
（百万円） 

－ 
－ 
－ 
－ 
０ 
０ 

う ち 損  
（百万円） 

 － 
－ 
－ 
－ 
３１２ 
３１２ 

株　　　式 
債　　　券 
国 　 債 
地 方 債 
短期社債 
社　　債 

そ の 他 
合　　　計 

５９３ 
２１，３１８ 
２，４５０ 
４，９２３ 
－ 

１３，９４４ 
６５６ 

２２，５６８ 
 

取得原価 
（百万円） 

１，１５３ 
２１，３７９ 
２，４４０ 
４，９４７ 
－ 

１３，９９１ 
６０８ 

２３，１４１ 
 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

５５９ 
６１ 
△９ 
２４ 
－ 
４７ 
△４７ 
５７３ 
 

評価差額 
（百万円） 

６１０ 
１７８ 
４８ 
３２ 
－ 
９７ 
３ 

７９２ 
 

う ち 益  
（百万円） 

 ５１ 
１１６ 
５８ 
７ 
－ 
５０ 
５１ 
２１９ 
 

う ち 損  
（百万円） 

その他有価証券 ６ 

売却額 
（百万円） 

１ 

売却益の合計額 
（百万円） 

－ 

売却損の合計額 
（百万円） 

債　　　券 
　国　　債 
地 方 債 

　短期社債 
　社　　債 
そ の 他 
合　　　計 

 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超１０年以内 
（百万円） 

１０年超 
（百万円） 

３，７２６ 
１１６ 
９６２ 
ー 

２，６４６ 
ー 

３，７２６ 

１２，２６７ 
５００ 
２，８７３ 
ー 

８，８９２ 
４２９ 

１２，６９６ 

４，８２１ 
１，２５８ 
１，１１１ 
ー 

２，４５１ 
５００ 
５，３２１ 

５６４ 
５６４ 
ー 
ー 
ー 

２，７５０ 
３，３１４ 


